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録（NHSCR）をリンクして作成提供しているLongitudinal Study （LS） data
の調査に行った時にも訪問先を手配していただくなどAngela先生にはイ
ギリスでの調査のたびに大変お世話になりました。またDeniseさんは，そ
の後，International Association of Official Statisticians （IAOS）という世界
の統計局職員が作る研究組織の会長に就任され，1996年のレイキャビクで
の格調高い会長講演は強く印象に残っています。
われわれのグループの他にも，理論研究班では匿名化の方法やその有効
性についての研究を，また分析班では実際に調査票情報の目的外使用制度
によって個票の使用申請を行い，集計表からは得られない様々な分析が行
なわれました。このように，それぞれ専門分野が異なる研究者が分担して
わが国でも学術目的での調査票情報の使用ができるよう，統計関連学会の
主だった研究者を総動員して研究に取り組みました。なお，このプロジェ
クトでの伊藤研究班の研究成果は，統計研の『研究所報』や『統計研究参
考資料』としても出ています。また各班の研究成果は，日本評論社から『講
座ミクロ統計分析』シリーズとしても公刊されています。このプロジェク
トに参加させてもらったことで，自然系も含め，多くの統計分野の方々と
知り合いになることができ，それぞれの分野でどういうことが問題になっ
ているのかも知ることができました。
このプロジェクトの後継事業として匿名化されたミクロデータを研究目
的のために研究者に提供するプロジェクトが行われ，元統計局長の井出満
さんとともにしばらく関係しました。制度的には研究組織の長がデータの
研究遍歴のことなど
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管理責任者となることになっていましたので私が研究代表者を勤めていた
間は，増田総長にその責任者になっていただきました。
1996年から森葊正さんの比較研プロジェクトなどに参加させてもらっ
たこともあり，帰国後しばらくは外国人労働者問題と重点領域研究による
ミクロプロジェクトという二つの課題に並行して取り組んできましたが，
次第に研究の中心はミクロの方へとシフトして行きました。その後の10年
近くプライバシー保護のために調査票情報に匿名化措置を施したリサンプ
リングデータと呼ばれるミクロデータを実際に使った分析やデータの新し
い提供システムの制度化に向けての利用実績作りのために研究者にデータ
を提供し分析に使ってもらうお手伝いをしました。
このように統計研や私がミクロデータに関係してきたこともあり，その
後，統計研はわが国の私学では唯一，政府統計ミクロデータ提供のサテラ
イト施設として認定されました。また，このようにして積み上げられたミ
クロデータの提供実績は，その後の統計法改正の際に提供システムの制度
化にあたっての有力な根拠としても役立ちました。
（５）日本の統計改善のための制度づくり
統計研はこれまで海外政府統計制度の最新動向の把握を研究活動の柱の
一つとしてきました。その研究成果は『研究所報』や『統計研究参考資料』
その他の出版物で公刊するとともにウエブでも提供しています。時代の要
請にかなった新たな統計システムを設計する際には過去の批判的検証とと
もに海外の統計動向が重要な参考情報となるのですが，この分野を専門と
する統計研究者は日本にはほとんどいません。その意味でこれまで統計研
が行ってきた内外の制度研究は，特に政府統計の関係者の間では他にはな
い貴重な研究として高く評価されています。
1991年に法政大学出版局から出した『統計法規と統計体系』の中でその
制定過程については論じていますが，昭和22年に大内先生を委員長とする
統計委員会によって，新たな時代に対応した統計法が作られました。この
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法律は，当時としては画期的内容のものでした。しかしその後，高度成長
期を経てわが国の社会は大きく変貌を遂げます。統計をとりまく状況も変
化して，統計法にもその都度部分的な手直しが加えられてきました。しか
し，長い間に累積した制度疲労で部分的な手直しだけではどうにも対応し
きれなくなっていました。そこで，2005年から2006年にかけて60年ぶりに
同法は抜本的に改定されることになりました。これまで統計研で諸外国の
統計法や統計制度について調べてきたこともあってか，統計法改正のため
の法律要綱案を審議する「統計制度改革検討委員会」に委員として参画す
ることになりました。
統計の調査環境の悪化や行政予算の大幅削減などを受けて，欧米の主要
国では1990年前後に統計作成への行政情報の積極的な活用条項を盛り込
んだ新しい統計法規が相次いで整備されます。それに対して調査環境問題
に主に調査の現場レベルでしか対応してこなかったわが国の統計の仕組み
は，これらの国に比べてかなり立ち遅れていた。ちなみに，韓国統計庁は
それまで20年以上にわたって日本の統計局に中堅幹部職員を研修に派遣
してきていたのですが，数年前に派遣を止め，最近は行政情報の統計への
活用で先行しているヨーロッパ各国の統計局との関係を強めています。検
討委員会の席上「周回遅れの状態」と発言したのですが，実際には２，３
周遅れの状態でした。
国の行政は法律を根拠に行われます。統計行政も行政法の一つとしての
統計法を根拠法規としています。政府統計の在り方は時代とともに変化し
ます。例えば，今懸案となっている最重要課題の一つが，行政情報を海外
諸国のようにもっと統計に積極的に使える仕組みをどう構築するかという
ことです。新統計法ではそれに向けての足掛かりとなる条文を何とか入れ
ることができましたが，外国ではすでにその先を行っています。統計の今
後の動向を見据えながら，それに適合できるように仕組みを変えなければ
ならない。
今の日本の政府統計制度は極端な分散型の統計機構となっていて，統計
研究遍歴のことなど
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局の他にも多くの府省や日銀などがそれぞれの所管分野に関する統計を作
っています。すでにわが国は人口減少局面に入っており，今後100年のタイ
ムスパンで人口が減り続けることが見込まれています。当然それに対応し
て社会の仕組を再設計する必要があります。世界で最も深刻な規模の累積
債務を抱えているわが国では，行政の効率化は喫緊の課題となっています。
そのような中で，似たような統計をあちこちの府省が作っているわけです。
仮に分散型統計機構を維持するとしても，これからは縮小していく統計予
算の中で適正な品質の統計を確保しなければならない。そのためには各府
省の政府統計部門の間の風通しをもっと良くして業務の効率化を図る必要
があります。その他にも現在のわが国の統計は，その根本的な仕組みの点
で機能不全に陥っている部分がいろいろとあります。極端に言えば，日本
を今後持続可能な社会へと導くためにも，その現状認識のための最も重要
な情報として信頼できる統計を確保できるように統計制度をモデルチェン
ジしなければならない。統計行政の仕組みを改善するためには，それがで
きるように法律の条文を改める必要がある。条文が変更されるとそれを根
拠にして新しいシステムが作られることになる。そうすることによって初
めて仕組みが改まる。
こういった法改正を行う際には現行の仕組みが抱える問題点を徹底的に
洗い出す必要があります。その場合には過去の失敗事例の検証が重要な手
がかりとなります。歴史観を持たない学問分野の研究者にとっては「歴史
から学ぶものはない！」ということになるでしょうが，過去の失敗から学
ばないで持続可能な将来設計ができるわけがないと私は思っています。学
生時代に生産力と生産関係というのを学びましたが，制度設計を行う場合，
歴史は立派な生産力理論なのではないかとさえ思います。過去の経験や海
外での取り組み事例などを参考にして，日本の風土に最もふさわしい仕組
みの構築につながるように論点を整理し，それを条文の形で具体化するこ
とが制度の再設計には不可欠です。
統計を作るにはお金（予算）も人手もかかります。最近，いろいろな意
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味でビッグデータが注目を集めています。ただビッグデータは母集団反映
性という点では少なからずバイアスを持つものも多く，あくまでもそのよ
うな特性を持ったデータであることを自覚した上で使用する必要がありま
す。その点で母集団を意識しつつ一国全体を対象としたような統計は，そ
れなりの予算と組織を持つ政府にしか作れません。
そのような問題意識から海外での失敗事例なども含めて専門家や実務担
当者から直接情報を収集したりしながら，できるだけ鮮度の良い高品質の
分析材料を提供するにはどうすればよいか，そのための統計作成の仕組み
はどうあるべきかという内外の統計制度研究の分野でこれまで私は仕事を
してきました。そのような研究に取り組む中でわかったことがあります。
それは，統計制度というのは各国それぞれの風土のようなものに根差して
おり，その意味では海外の事例はあくまでも参考情報に過ぎないという点
です。日本の国民性や風土に馴染んだ形でなければ，いくら立派なシステ
ムでも現実の制度として根付かせることはできません。
そういう立場から，海外の事情に関して日本の政府統計の担当者に積極
的に情報提供しつつ，担当者の方々と一緒になって必要なシステムづくり
に関係させてもらいました。また必要に応じて改善点の指摘や改善方向の
提案も行なってきました。そういう意味では，他の学部教員の方々とは違
い，ものごとを理論的に定式化するというよりはむしろどういう仕組みと
して具体化させるかという実践的側面を常に意識しながらこれまで研究活
動にあたってきました。
東京で学者生活をしているとこのように法律を改正したりシステムを設
計したりする場にも立ち会う機会もあります。これまでの研究成果をふま
え日本の現実の条件と摺合せしながら，それを具体的に制度化するわけで
す。理論モデルとしてどう定式化するかではなく，実際に海外で運用され
ているシステムをどう手直し調整すれば目指す目標に少しでも近づけるか
という課題に直接タッチする中で自分が持っているアイデアとのやり取り
ができる貴重な環境に身を置かせてもらいました。
研究遍歴のことなど
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60年ぶりの大改正ということは，少なくともこれから半世紀近くはこの
規模での法制度改革は期待できないことになります。そこで私は，21世紀
型の統計システムの基盤となるような条文を何とか入れたいと思いいくつ
か提案させていただきました。その一つが海外で統計ビジネス・レジスタ
ー（SBR）と呼ばれている事業所・企業等を対象とした母集団データベー
スの整備です。海外ではすでに1970～80年代からその整備が行われてきて
います。10年以上も前から海外でのビジネス・レジスターの整備の実情を
紹介しその必要性を説いてきましたが，調査環境や統計をめぐる行政改革
など政府統計を巡る状況が諸外国ほどには深刻でなかったせいか，なかな
かその必要性は理解してもらえませんでした。
今回の法改正でその整備が条文として規定されたことから，わが国でも
遅ればせながらその整備に向けての取り組みが統計局で開始されることに
なり，その整備プロジェクトに開始時からシステムの供用開始時まで関係
させてもらいました。海外ではとっくに実現している税務情報のデータベ
ースへの収録はわが国の場合にはなお懸案課題として残されていますが，
データベース本体は2015年から本格稼働し，すでに統計調査実施の基盤情
報として活用されています。このデータベースの整備によって，これまで
ずっと懸案とされてきた経済統計の質について，これまでとは比較になら
ないほど精度の良いデータが供給されるようになると期待しています。な
お，私がこのデータベースの整備開始以来提案し続けてきた事業所の位置
（GPS）情報の取得について最近ようやくその意義が理解してもらえ，IT端
末によって取得した経緯度情報がデータベースに格納される方向が確認さ
れています。
その他にも委員会では，いわゆる縦割り行政により極端な分散型となっ
ているわが国の統計制度の弊害をいくらかでも緩和するために，公的統計
は霞が関の各府省のためにあるのではなく国民共有の情報資産であること
を条文として明記する必要があると主張しました。これについては第１条
の法の目的条項として具体化されました。その他にも行政記録の統計活用，
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ミクロデータの提供制度などについて，これまで統計研で刊行してきた資
料や科研費による重点領域研究の成果とそれを引き継いで利用実績などを
踏まえていろいろと具体的に提案し，一応条文として盛り込んでいただき
ました。そしてその後，各条文を根拠に具体的なシステムづくりが行われ
ており，徐々にですが日本の統計も新時代への対応が行われつつあるよう
に思います。
（６）調査個票情報への関心
留学から帰国した直後にミクロデータの利活用に関する科研プロジェク
トに参加させてもらい，その後も学術研究目的での政府統計ミクロデータ
の提供システムの構築の仕事に関わる中で，私自身の関心も次第に非集計
データのデータ特性の研究へと向かうことになります。
明治初期の近代統計の黎明期には，表式調査といって最初から集計表の
様式を提示し，それに各個人や世帯などではなく集落や村といった地域別
に取りまとめられた数字を書き込み，それを郡→県→全国と積み上げるこ
とで統計は作成されていました。そのような中で，調査個票による調査が
導入され，政府の統計調査の多くが個票に基づく調査へと移行することに
なります。個票に記載された個人や世帯，事業所や企業等に関する情報が
項目別に集計され結果表が作成される。調査の結果報告書や統計年鑑など
統計として公表されるのは，主にこのような集計表の形をとっています。
統計が歴史的にも集計値として提供されてきたのは，個々の調査結果に
は様々な誤差がつきまとっており，ある程度集約しなければ安定的な結果
や規則性は得られないという統計観がその背景にはあります。統計調査の
中心が個票による調査方式になってからも，統計の分野では，統計を作る
政府側もまた利用者の側でも依然として「統計＝集計表」という発想が引
き継がれてきました。
ウエブによる政府統計提供の総合窓口としてのe-Statからは，印刷経費
の関係で従来は結果報告書に収録されていなかった非掲載の結果表も含め
研究遍歴のことなど
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て提供されています。デジタルデータとして提供されていることから利用
者は再入力の必要もなくExcelやcsvデータとしてそのまま使用できるな
ど，かつてに比べればデータの利用環境は格段に改善されてきました。た
だそこでもデータはあくまでも報告書の表体系に準拠した形で提供される
など，伝統的な統計観から今だに脱却しきれていない。
科研のミクロプロジェクトに参加し，個票データによる分析や異種調査
間で個票情報をリンクしたり，あるいは同一個体に関する調査票情報を異
時点間でつないだパネルデータを使った分析事例などを見ながら，これま
でのような集計表からではなく非集計の個体データ（調査個票情報）から
出発した場合，どういった社会認識が得られ，また統計（学）が構築でき
るのだろうか，またその場合にそもそも調査票情報は統計情報としてどう
いった情報特性を持っているのかといった点などに次第に考えをめぐらす
ようになりました。
拙著『統計法規と統計体系』では，戦時中の川島統計局長の中央統計庁
構想や明治期以降の統計調整行政の史的変遷，統計法規の成立史を部分的
に取り上げています。しかしそれはあくまでもデータ論的視角から取り扱
ったもので，統計史といえる分野での仕事はほとんどやってきませんでし
た。そこで，ゼミの後輩でその後経済史を専攻された江藤彰彦さんや友人
の歴史の先生達にも助けてもらって，2011～12年にかけて江戸時代の人別
調や明治期初期の杉享二による沼津・原政表，明治・大正期の町村是調査
といった日本の統計調査史に関する論文をいくつか書きました。
そこでの私の問題意識は，日本ではいつごろから個票調査が開始された
のか，また統計作成のための情報（統計原情報）を得るための調査方式と
しての表式調査と個票調査との情報論的な意味での違いは一体どこにある
のかを具体的に確認したいという点にありました。また，研究を進めてい
く中で，個票調査が調査方式として定着する以前の統計の作成方式が，そ
の形態としては現在世界の統計が向かいつつある行政情報に基づく統計作
成に他ならないという点にも気付かされました。世界史的なスパンで統計
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の作成方式の展開を捉えた場合，統計調査による統計作成が近代のある時
期に誕生して支配的な統計作成方式となったと捉えることができます。そ
の結果私は，「調査の時代」の方がむしろ特殊歴史的なものではないかと考
えるようになりました。私の中では，過去を知ることと今後の統計が向か
う方向を展望するのとが特に違和感もなくつながっています。
データ論的な視点からこういった統計史の分野での仕事を幾つか行って
きた中で，個人や世帯，事業所や企業といった一つ一つの統計単位につい
ての情報を収集する個票調査が，統計作成の出発点としての統計情報の情
報形態として，それを最初から集計量として把握する表式調査とは本質的
に異なる点に気付かされました。
集計される前の調査票情報は，個体に関する情報として名前や住所，電
話番号といった集計には用いられない個体識別情報を持っています。こう
いった情報をキー変数として同一個体に関する他の調査や行政記録等情報
と相互にリンクすることができますし，時系列的に個体ベースで調査票情
報をつなぐことで縦断データ（longitudinal data）を作ることもできます。
パネルデータとも呼ばれているこの種のデータを使えば，集計量による時
系列データでは行なえない様々な分析ができます。こういった個体情報が
本来的に持つ他の情報との１対１リンク可能性という情報特性について，
以前にある論文でそれを化学のベンゼン環に例えて，他の各種情報とのリ
ンクによる情報次元の拡張可能性を持つことが調査票情報の最大の特徴で
あると書いたこともあります。
このような見方からすれば，結果の安定性や規則性の検出のための集計
というデータ処理行為は，このような個体ベースでのデータの変数次元の
拡張を行う際のキー情報を削ぎ落すことでもあり，考え方によっては調査
票情報が本来的に有していた情報を喪失させる過程でもあります。にもか
かわらず，海外も含めこれまで統計では結果の安定性その他の理由で「統
計＝集計表」という考えが支配的で，統計作成の最終目標は集計表の作成
にあるとされてきました。調査票情報は，集計することで個体識別情報を
研究遍歴のことなど
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ひとたび失なうと，集計値から元の情報を二度と復元することができない。
情報論的に見れば集計は不可逆的な行為です。極論かもしれませんが，集
計とは調査票情報の持つ情報量の喪失過程でもあると私は考えています。
（７）地理空間情報の統計への活用
調査票情報の情報価値という点から研究を進めていた時，ふと調査票情
報が調査事項についての調査客体を単に反映したものではないのではない
かという素朴な疑問を抱くようになりました。例えば，同等の生産要素を
持つ２つの工場も，その立地条件が違えば自ずと活動のパフォーマンスは
違ってきますし，仕事をしたいと思っている無業者も，年齢や能力それに
就業意欲が仮に同じでも，売り手市場の地域に住んでいる人と雇用機会に
恵まれない地域に住んでいる人とでは実際に職に就ける確率は当然異なり
ます。その意味で，事業所や世帯調査の調査票情報には，それがどのよう
な場所に存在している事業所であり世帯であるかという点で，個体が存在
する環境から受ける情報も同時に反映しています。しかし，調査対象であ
る世帯や事業所の所在地点は様々な特性を持つにもかかわらず，これまで
統計では場所は都道府県や市区町村といった主に行政区画による地域集計
としてしか取り扱われてきませんでした。今のところで私は，場所が有す
るこういった環境特性が統計調査の対象としての個体に対して及ぼす作用
というフィルターをくぐって具体的な形をとったものが調査票情報である
と考えています。
10年ほど前からは，統計における場所の意味の再検討という課題に取り
組んでいます。位置情報がGPSとして各方面で広く活用されるようになっ
てからは，地点情報を統計に結びつけることで統計情報の新たな活用可能
性を開拓するということへと研究の関心をシフトさせています。それは私
にとって，この間取り組んできた調査票情報の情報価値の検討からの一種
の演繹的な帰結であり，ある意味で自然な展開方向です。
GPS によって位置情報を取得する技術もインターネットと同様に元々
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はアメリカで軍事目的で開発されたものです。そのため当初はselective 
availabilityといって民生用には意図的に誤差を加え精度を落としたデータ
が提供されていました。そのため，場所を特定するのに100ｍ程度の観測誤
差があり，いわゆる「100m問題」として民生用GPSデータはほとんど実用
に耐えないものでした。
その措置が2000年の大統領令で解除されました。これを契機に，天頂衛
星からの電波だけでなく，携帯の基地局情報やWi-Fiルータの情報なども複
合的に組み合わせて使うことで，GPSデータの精度が飛躍的に改善されま
した。観測精度の向上を受けて，様々なアプリが考案されるなど，GPSは
今ではわれわれの生活にはなくてはならない情報インフラとなっています。
このGPSが優れものであるのは，住所で表示されたアナログ情報をGPS
としてデジタル化することでオペレーショナルな情報へと変えたことで
す。位置情報（場所）の実生活での利活用が急速に広がる中で私は経緯度
情報を何とかして統計に活用できないか，それを調査票情報に追加するこ
とで調査票情報に作用しているそれぞれの地域の立地特性を新たに派生変
数のような形で後付的に付加できるのではないかと思うようになりました。
私が位置情報の統計への利用可能性に注目するようになった直接のきっ
かけは，アメリカの経済センサスの事業所情報に経緯度をつけてハリケー
ンの高潮による被害額を調査個票情報から直接推計したアメリカセンサス
局職員の論文に出会ったことでした。その後いろいろと調べてみると，セ
ンサス局では2009年に調査員にGPS取得のための端末を持たせて住戸の
位置情報を取得しており，またフィンランドでは建築着工の許可申請書に
経緯度を記入する欄が設けられていて，それを記入していないと建築許可
が下りない仕組みになっています。その他にもフランスやカナダなどでも
統計局がそれぞれ独自の方法で調査に用いるための経緯度情報を取得して
いることが分かりました。
そこで，日本版ビジネス･レジスターである事業所母集団データベース構
築作業に関わる中で，経緯度情報を各事業所の個体情報に直接付与できれ
研究遍歴のことなど
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ば諸外国に20年以上も立ち遅れている統計調査の基盤情報としてのデー
タベースをいきなり世界最先端にできると機会ある毎に主張してきまし
た。ただ残念ながらその意味を当時の担当者にはなかなか分かってもらえ
ず，ただ時間だけが無為に過ぎるのを手をこまねいて見ることしかできま
せんでした。
データ論の観点から調査票情報の変数次元の拡張として機会あるごとに
論文等で主張はしてきたのですがなかなか埒があかない。そこで作戦を変
え，GISの空間集計機能を使ってこれまでのような都道府県や市区町村と
いった行政区画による地域集計とは全く異なる新たな集計結果を提供した
り，事業所の近隣立地集積度や鉄道や道路沿線別の分析，小地域（町丁字）
という場所をキー情報として様々な情報源から得られるデータを結び付け
ることで新たな分析的価値を持つ統計を作成してみたり，距離帯別の人口
移動分析などを手掛けてきました。さらに最近では角度という考えを統計
に持ち込むことでこれまでにはなかった新たな利用可能性を提案したりも
しています。こういったGIS分野での研究は，政府統計の担当者にこれま
での地域集計とは異なる新たな空間統計としての活用可能性があることを
理解してもらうための説得材料作りという意味で行っているものです。
ところで，国連統計員会の下に設置されているシティーグループと言わ
れる各国の統計専門家会議の一つにヴィースバーデングループというのが
あります。各国の政府統計機関や国際機関の統計ビジネス･レジスター
（SBR）担当者が隔年で集まり情報交換を行ない，将来の展開方向等を議論
するという会議です。その会議が2016年11月に東京で開催されました。会
議で各国の報告を傍聴していて，多くの国でビジネス･レジスターに経緯度
情報がすでに標準装備されており，各国ともその利用可能性に強い関心を
寄せていることを知りました。こういった海外でのSBRの展開を知り，こ
の間の日本での対応を考えると内心複雑な思いでした。ただ，この間既存
の地域集計とは異なる分析結果を提示してきたことを理解してもらえたの
かどうかはともかくとして，日本でもようやく位置情報の意義に気付いて
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もらえたようで，今後，新たにローリング方式で実施されることになる経
済センサス基礎調査で各事業所の位置情報を取得する方向で準備が進めら
れています。
すでに人口減少社会に突入したわが国では自然増による人口増加は期待
できません。そこで，政府から人口ビジョンの策定を求められている自治
体では，その将来人口を左右する要因として人口の社会移動への関心が高
まっています。このような世の中の動きもあり，ここ数年は人々がどのよ
うな方面へどの程度の強さで移動しているのか，世代間で移動性向に違い
があるのかといった人口移動をめぐる問題に取り組んでいます。このよう
な分析を進めていく中で，特に大都市圏では鉄道路線が移動の方向に大き
な影響を与えていることなどがわかりました。先日，志林や統計研のHPで
公開している移動に関する論文を読んでくれた企業の人から，今後の移動
の長期的動向についての相談を受けました。分析に必要なデータは全て
e-Statから提供されていますし，フリーのGPSソフトも使えますので，退
職後はボケ防止もかねてボランティアでこういったデータ相談などにも対
応しようかと思っています。
調査票情報論の観点から調査対象としての個体の位置情報を捉えた場
合，それは二重の意味で統計の新たな展開可能性を内包しています。その
一つは，先ほども申し上げたように，調査票情報の中に混在する立地環境
条件が個体情報に及ぼす要素を本来の個体情報から切り分けることで，調
査票情報に新たな意味づけを与えることにあります。それからもう一つの
意義は，位置情報によるデータのリンク可能性にあります。これまで統計
のリンケージによるデータ統合という場合，個人や世帯，事業所や企業と
いった統計単位について異種のデータ間のリンクが一般に行われてきまし
た。全住民位置情報などのように，場所をリンクキーとして調査票情報と
個別の行政情報など異種の情報源の情報をいわば串刺し的に連結させるこ
とで，これまでにはなかった新しい統計が作れる可能性もあります。今後
に残されている時間は限られてはいますが，こういった分野での統計の新
研究遍歴のことなど
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たな展開に自分なりに関わっていければと思っています。
今回改めて自分の研究遍歴を振り返ってみると，研究者生活の開始期に
関わらせてもらった統計調査環境調査が，やや大げさに言えば，自分の研
究の原点になっているような気がします。実は，わが国の政府統計が現在
抱えている様々な問題も，極論すればこの調査環境問題にどう対処するか
ということであり，諸外国における統計の様々な展開も，それがもたらし
たいろいろな問題に対する統計行政としての政策的対応であると捉えるこ
とができます。私自身調査環境問題から出発して幾多の遍歴を辿りながら
今日に至っているのですが，それらが現実の統計の在り方をめぐる時代の
要請とそれほどズレていないと思えるのはこういった事情からだと思いま
す。
とりとめのない話になってしまいましたが，以上が私がこれまで取り組
んできたことの概略です。もちろんこれらはその時々に中心的に取り組ん
できた研究テーマをお話ししたもので，あくまでも目安的なものです。あ
る日突然気移りがしてしまい，その後はそれまで行ってきたテーマには一
切関心を持たなくなったというわけではありません。頭の中に新しい引き
出しが一つずつ増え，しかもそれぞれの引き出しは，田舎の温泉の大浴場
のように，入口は別々でも奥ではつながっています。
かつて院生時代に所属する学会誌の記念号を出すことになり，当時の何
人かの若手に執筆が命じられ，統計法則論という短いサーベイ論文を書い
たことがあります。所属学会や他の関係学会の統計学者たちの著書や論文
を読み，それぞれ多岐にわたる難解な主張を１－２行くらいに圧縮しなが
ら整理して相互に関連させながら位置づけていく自分としてはハードな作
業でした。その当時，整理する際の座標のようなものとなっていたのが，
後に全く別のテーマに取り組んでいる際にふと顔を出したりすることもあ
ります。時々以前の引き出しにしまっていた古着を引っぱり出してきて今
風の問題意識に合わせてリメークしたりもしています。歳をとってからは
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若い時の問題意識に回帰する傾向が一層強くなったような気もします。こ
ういった研究面での引き出しは，あるいは全体がスパイラルのような構造
をしているのかも知れません。
研究遍歴のことなど
